
令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

No. 交付対象事業の名称 所管課
推奨事業
メニュー

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

1

物価高騰対応重点支
援給付金支給事業
【R6非課税世帯給
付・こども加算】
【不足額給付】

地域福祉課
／課税課

─

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行
　うことで、低所得の方々の生活を維持す
　る。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
　令和６年度住民税均等割非課税世帯
　6,713世帯×30千円、子ども加算　566人
　×20千円、定額減税を補足する給付（うち
　不足額給付）の対象者　11,000人
　（230,000千円）　のうちR7計画分
　事務費　31,834千円
　事務費の内容　　[需用費（事務用品等）
　役務費（郵送料等）　業務委託料　使用
　料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（6,713世
　帯）、定額減税を補足する給付（うち不足
　額給付）の対象者数（11,000人）

R7.3 R7.12

2

物価高騰対応重点支
援給付金支給事業
【給付支援サービ
ス】

課税課 ─

①物価高が続く中で低所得世帯等への支援を
　行うため、迅速かつ効率的な給付が可能と
　なるような、給付支援サービスを導入す
　る。
②デジタル庁が構築する給付支援サービスの
　導入・初期費用及び利用料
③給付支援サービスの導入・初期費用及び利
　用料　3,210千円
④給付対象者、地方公共団体

R7.8 R7.11

3
（臨時）緑茶化計画
首都圏販路拡大事業

広報プロ
モーション
課

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

①本市への誘客促進や地場産品の販路拡大を
　図るため、首都圏での出店及び、その機会
　を捉えたプロモーションにより、物価高騰
　の影響を受ける観光事業者や商業者等を支
　援する。
②出店等に係る経費
③開催期間：約１か月
　委 託 費：12,400千円（設営費、運営費、
            諸経費等）
　需 用 費： 1,348千円（消耗品費、印刷製
            本費）
　旅　  費： 1,036千円（宿泊費、交通費）
　役 務 費：　 500千円（通信運搬費）
④地方公共団体、観光事業者、生産者、商業
　事業者等

R7.5 R8.2

4
障害福祉サービス事
業所等事業継続臨時
支援事業

障害福祉課

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

①物価高騰の中においても、引き続き地域の
　障害福祉サービス等の提供体制が確保され
　ることを目的とする。
②物価高騰の中での障害福祉サービスの提供
　に係る経費（電気、ガス、ガソリン、食材
　費に係る経費）
③R7の１～８月のうち任意の連続する３か月
　とR3の同月を比較し、差額×４（年間換
　算）×1/2（補助率）により補助額を決定
　する。（合計8,150千円）
　　100千円×６事業所＝　600千円
　　250千円×15事業所＝3,750千円
　　300千円×６事業所＝1,800千円
　2,000千円×１事業所＝2,000千円
④市内に住所を有する障害福祉サービス事業
　所等

R7.10 R8.3
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5
介護サービス事業所
等事業継続臨時支援
事業

長寿介護課

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

①光熱費等の物価高騰の中においても、地域
　の介護サービス等の提供体制が確保される
　ことを目的とする。
②物価高騰の中での介護サービスの提供に係
　る経費（電気、ガス、ガソリン、食材料費
　に係る経費）
③R7の１～８月のうち任意の連続する３か月
　とR3の同月を比較し、差額×４（年間換
　算）×1/2（補助率）により補助額を決定
　する。（合計44,292千円）
　　 92千円×１事業所＝　　92千円
　　100千円×20事業所＝ 2,000千円
　　150千円×２事業所＝　 300千円
　　200千円×４事業所＝　 800千円
　　250千円×10事業所＝ 2,500千円
　　300千円×13事業所＝ 3,900千円
　　700千円×１事業所＝　 700千円
　2,000千円×17事業所＝34,000千円
　市内介護サービス事業者等68事業所分、対
　象経費の1/2を支援
④市内介護サービス事業者等

R7.10 R8.3

6
保育所等事業継続臨
時支援事業（民間保
育所・幼稚園等）

保育支援課

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

①物価高騰の影響を受けた保育所等が、利用
　保護者の負担を増やすことなくこれまで通
　りの給食を提供できるよう給食経費や光熱
　費の負担増加分の支援を行う。
②保育所等の給食に係る経費（職員分を除
　く）、光熱費
③負担金、補助及び交付金31,623千円
　R3実績とR7実績を比較し、増加分に対し
　15%を上限に補助
　2,780千円×４施設（～300人）
　1,178千円×７施設（～199人）
　942.5千円×10施設（～ 99人）
　　236千円×12施設（～ 49人）
　合計　31,623,000円
④市内の対象保育施設33園

R7.6 R8.3

7
公立保育所給食経費
臨時支援事業

保育支援課

②エネルギー・
食料品価格等の
物価高騰に伴う
子育て世帯支援

①物価高騰の影響を受けた公立保育所が、利
　用保護者の負担を増やすことなくこれまで
　通りの給食を提供できるよう給食経費の負
　担増加分の支援を行う。
②公立保育所の給食に係る経費（職員分を除
　く）
③R3実績とR7実績を比較
　(1) 第一保育園R3給食経費8,276千円
　　　　　　×見込増加率15％＝1,241千円
　(2) 第三保育園R3給食経費6,618千円
　　　　　　×見込増加率15％＝　992千円
　(1)＋(2)＝2,233千円
④公立保育園２園を利用する保護者

R7.4 R8.3

8
物価高騰対策無料通
信アプリクーポン事
業

商工課
③消費下支え等
を通じた生活者
支援

①物価高騰の影響を受ける市内生活者及び市
　内事業者の支援を目的に、無料通信アプリ
　クーポンを発行し、落ち込んだ消費を喚起
　する。
②印刷製本費、通信運搬費、委託料、補助金
　(101,000千円）
③印刷製本費110千円、通信運搬費125千円、
　委託料4,765千円、補助金101,000千円
　内訳：クーポン発行数140,000回
　　　×700円（平均利用額）＝98,000千円
　　　　98,000千円＋3,000千円（上振分）
　　　　　　　　　　　　　＝101,000千円
④クーポン参加事業者

R7.6 R8.1
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9
学校給食食材費物価
高騰支援事業

学校給食課

②エネルギー・
食料品価格等の
物価高騰に伴う
子育て世帯支援

①物価高騰に影響を受けている学校給食の食
　材費の一部を支援することにより、学校給
　食費の保護者負担の軽減を図る。
②需用費（賄材料費）55,642千円（教職員分
　を除く）
③小学生　41円／食×179回×4,687人
　　　　　　　　　　　　　　≒34,398千円
　中学生　49円／食×179回×2,422人
　　　　　　　　　　　　　　≒21,244千円
　合計　55,642千円
④市立の小中学校に通う児童・生徒の保護者

R7.4 R8.3

10
電力・食料品等価格
高騰対策事業（病院
事業会計）

経営企画課

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

①高騰が続く電気料金および患者給食業務委
　託費の食材費の増額分を補填し、厳しい運
　営状況にある病院事業の負担軽減を図り、
　住民が安心して必要な医療を受けることが
　できる地域医療の基幹病院としての機能を
　維持する。
②電気使用料、給食業務委託費（食材費）
　（教職員採用無し）
③電気使用料高騰分
　ア　燃料調整費の令和７年度と令和３年度
　　の差額
　　令和３年度燃料調整費26,345,995円
　　　－令和７年度燃料調整費（予定額）
　　　　　　　7,494,785円＝18,851,210円
　イ　特別割引額の令和７年度と令和３年度
　　の差額
　　令和３年度特別割引額35,115,486円
　　　－令和７年度燃料調整費（予定額）
　　　　　　　5,610,760円＝29,504,726円
　ア+イ＝48,355,936円
　ア+イのうち交付額　21,761,000円
　給食業務委託費（食材費）高騰分
　・給食業務委託費のうち食材費の変更契約
　　に伴う病院一般財源の増額分
　　委託費単価増10円×年間予定食数
　　　　　　　　　330,000食＝3,300,000円
④島田市病院事業

R7.4 R8.3

11
荒茶生産事業者物価
高騰対策事業

農業振興課
⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

①農業用資材や光熱費等の高騰による農業経
　営への影響を緩和するため、荒茶生産事業
　者への対策として電力費及び荷造材料費の
　高騰分の一部を助成し、茶工場経営が持続
　できるよう早急に支援する。
②製茶組合・自園自製等に対する支援金、郵
　送料
③補助額＝(R6の電力費・荷造材料費
　　　　　－R3の電力費・荷造材料費)×1/2
　　　　　　　　　　　　［上限300千円］
　市内製茶組合・自園自製等100工場
　　　×申請率70％×300千円＝21,000千円
　郵送料　100工場×110円×２＝22千円
④市内製茶組合・自園自製等100工場

R7.8 R7.11
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12
農業生産資材等価格
高騰対策事業

農業振興課
⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

①肥料や燃油、農業生産資材の価格が高騰
　し、農業者に大きな負担となっていること
　から、市内農業者の事業継続及び経営の安
　定化を図るため、早急に農業資材等の高騰
　分の一部を助成する。
②認定農業者等に対する支援金、郵送料
③補助額＝(対象経費のR6決算額
　　　　　　－対象経費のR3決算額)×1/2
　　　　　　　　　　　　［上限200千円］
　平均補助額160,000円×125人≒20,000千円
　郵送料：110円×341人×２回≒76千円
④認定農業者、認定新規就農者341人

R7.8 R7.11

13
輸出茶製造事業者緊
急支援事業

農業振興課
⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

①物価高騰に伴う経営経費が増加する中、農
　業所得向上のためにGAP認証を既に取得
　し、持続可能な農業や輸出に取組む荒茶加
　工事業者に対し、海外輸出にも有利となる
　GAP認証更新・維持経費の一部を助成し、
　資金繰りを支援することで、関税措置によ
　る影響を受ける茶工場経営が持続できるよ
　う支援する。
②製茶組合・自園自製等に対する支援金、郵
　送料
③補助額＝R7のGAP認証更新・維持経費×1/2
　　　　　　　　　　　　［上限300千円］
　市内製茶組合・自園自製等100工場
　　×申請率1/3×300千円≒10,000千円
　郵送料　100工場×110円×２＝22千円
④市内製茶組合・自園自製等100工場

R7.10 R8.2

4／4


